雑踏警備業務２級検定模擬試験問題集(200問)
補　　　　遺
令和元年８月３０日「警備業法施行規則の一部改正」により、次の
ように改正されましたので該当箇所を訂正してご使用ください。
※頁・問題は、「平成30年3月20日／11版発行」のものです。
	頁
	問題
	旧
	新

	22
	14
	②　現任教育は、4月1日から翌年3月31日
までの1年間において、基本教育3時間以
上、業務別教育5時間以上の教育が必要で
ある。
	②　減免措置のない警備員の現任教育は、4月1日から翌年3月31日までの1年間において、基本教育及び業務別教育5時間以上の教育が必要である。

	23

	 15
	④　新任教育は、当該警備員の入社後1か月
が経過するまでに、基本教育15時間以上、
業務別教育15時間以上、計30時間以上の
教育が必要とされている。
⑤　現任教育は、前期及び後期の教育期にお
いて、それぞれ基本教育3時間以上、業務別教育5時間以上、計8時間以上の教育が
原則として必要とされている。
	④　新任教育は、当該警備員の入社後1か月
が経過するまでに、基本教育及び業務別教育20時間以上の教育が必要とされている。
⑤　現任教育は、年度（4月1日から翌年3月31日まで）において、基本教育及び業務別教育10時間以上の教育が原則として必要とされている。

	25
	17
	⑤　一般警備員の現任教育は、教育期ごとに
基本教育が3時間以上、業務別教育は5時
間以上行わなければならない。
	⑤　一般警備員の現任教育は、年度ごとに基
本教育及び業務別教育を10時間以上行わ
なければならない。

	28

	20
	②　一般警備員の現任教育は、教育期ごとに
基本教育を3時間以上、業務別教育を5時
間以上行わなければならない。
③　雑踏警備業務２級検定合格警備員が新た
に施設警備業務に従事する場合は、新任教
育が免除される。
	②　一般警備員の現任教育は、年度ごとに
基本教育及び業務別教育を10時間以上行
わなければならない。
③　雑踏警備業務２級検定合格警備員が新た
に入社し未経験である施設警備業務に従事
させる場合は、新任教育が免除される。

	29

	21
	③　新任教育は、当該警備員が警備業務に従
事するまでに、基本教育15時間以上、業務
別教育15時間以上、計30時間以上の教育
が必要である。
④　現任教育は、前期（1月1日～6月30日）
と後期（7月1日～12月31日）の教育期に
おいて、基本教育3時間以上、業務別教育5時間以上、計8時間以上の教育が必要である。
	③　新任教育は、当該警備員が警備業務に従
事させるまでに、基本教育及び業務別教育
20時間以上の教育が必要である。
④　一般の警備員における現任教育は、1月1
日～12月31日の間に、基本教育及び業務
別教育10時間以上の教育が必要である。

	34
	26
	①　成年被後見人やアルコール中毒者等、警
備業法第３条第1号から第7号までのいずれかに該当する者に対しては、合格証明書は交付されない。
	①　アルコール中毒者等、警備業法第３条第1
号から第7号までのいずれかに該当する者に対しては、合格証明書は交付されない。

	44
	34
	⑤　成年被後見人であっても、警備業務を適
正に行い得ると医師の診断書等から認めら
れる者は、警備員になれる。
	⑤　覚醒剤の中毒者であっても、警備業務を
適正に行い得ると医師の診断書等から認め
られる者は、警備員になれる。

	46
	36
	②　破産者で復権を得ていない者は、警備員
になれない。
④　被保佐人は、警備員になれない。
	②　破産手続開始の決定を受けて復権を得な
い者は、警備員になれない。
④　医師の診断書等により、適正に警備業務
　を行うことができないとされる者は、警備
　員になれない。

	48
	38
	②　成年被後見人と被保佐人は、ともに警備
員になれない。
	②　覚醒剤の中毒者は、警備員になれない。

	49
	39
	④　成年被後見人は、警備員になることはで
きないが、被保佐人は、警備員になること
ができる。
	④　破産手続開始の決定を受けて復権を得な
い者は、警備員になることができる。

	50
	40
	①　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産
者で復権を得ないものは、警備業を営むこ
とができない。
	①　破産手続開始の決定を受けて復権を得な
い者は、警備業を営むことができない。

	51
	41
	①　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産
者で復権を得ないもの。
	①　破産手続開始の決定を受けて復権を得な
い者

	解答と解説
	

	220
	14
	②は、前期と後期それぞれの教育期において、基本教育3時間以上、業務別教育5時間以上の教育が必要なので、誤り。
	②は、基本教育及び業務別教育10時間以上の教育が必要なので、誤り。

	221

	20
	③は、業務別教育を15時間以上行わなけれ
ばならないので、誤り。
	③は、業務別教育を10時間以上行わなければならないので、誤り。

	
	21
	④は、前期の教育期は4月1日から9月30日まで、後期の教育期は10月１日から翌年の3月31日までなので、誤り。
	④は、年度ごとの4月1日から翌年の3月31日までなので、誤り。

	224
	34
	②は、法第3条第４号に……⑤は、成年被後見人は警備員になれないので、誤り。
	②は、法第3条第４号に……⑤の覚醒剤の中毒者は警備員になれないので、誤り。

	225
	39
	①は、「5年」なので、誤り。③のアルコール中毒者は警備員になれないので、誤り。④の被保佐人は警備員になれないので、誤り。……
	①は、「5年」なので、誤り。③のアルコール中毒者は警備員になれないので、誤り。④の破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、警備員になれないので、誤り。……


※（成年後見制度の欠格条項を削除する法案が令和元年１２月１４日施行となる。）
２

